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教
育
実
習
指
導
者
の
専
門
性
と
は

　

学
生
対
象
の
教
育
実
習
事
後
ア
ン
ケ
ー
ト
を
読
む

と
、
多
く
の
学
生
が
教
育
実
習
を
き
っ
か
け
に
教
職

の
意
義
や
魅
力
に
気
づ
い
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。
一
方
、
教
職
の
重
責
や
多
忙
さ
、
自
身
の
課
題

に
直
面
し
、
葛
藤
す
る
様
子
も
う
か
が
わ
れ
ま
す
。

教
育
実
習
が
学
生
に
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト
が
き
わ
め

て
大
き
い
こ
と
を
実
感
し
ま
す
。

　

本
学
で
は
「
教
育
実
習
指
導
者
の
専
門
性
～
豊
か

な
省
察
の
手
が
か
り
の
た
め
に
～
」
と
題
し
た
教
育

実
習
指
導
者
の
資
質
・
能
力
に
関
わ
る
指
標
を
作
成

し
、
Ｗ
ｅ
ｂ
上
に
公
開
し
ま
し
た
。
教
員
の
資
質
・

能
力
に
関
わ
る
指
標
は
さ
ま
ざ
ま
な
場
面
で
見
か
け

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
教
育
実
習
指
導
者
に
関
わ

る
具
体
的
な
指
標
は
見
あ
た
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
と

き
ど
き
、
「
名
選
手
、
名
コ
ー
チ
に
あ
ら
ず
」
と
い

う
言
葉
を
耳
に
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
教
育
実

習
に
お
い
て
も
、
教
員
（
名
選
手
）
の
資
質
・
能
力

に
加
え
て
、
教
育
実
習
指
導
者
（
名
コ
ー
チ
）
の
資

質
・
能
力
が
存
在
す
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い

ま
す
。

　

こ
の
指
標
は
教
育
実
習
指
導
を
担
当
さ
れ
る
先
生

方
の
省
察
の
視
点
と
し
て
活
用
い
た
だ
く
こ
と
を

願
っ
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で
、
教
育
実
習
指
導
者
の

個
々
の
資
質
・
能
力
を
評
価
す
る
こ
と
を
意
図
し
た

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
識

者
に
よ
る
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
で
は
な
く
、
全
国
で
教
育

実
習
指
導
に
奮
闘
さ
れ
て
い
る
先
生
方
の
声
を
集

め
、
指
導
者
に
よ
る
指
導
者
の
た
め
の
指
標
を
目
指

し
ま
し
た
。
検
索
い
た
だ
き
、
ご
覧
い
た
だ
け
た
ら

幸
い
で
す
。

　

学
校
現
場
の
先
生
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
本
来

の
勤
務
に
加
え
、
学
生
へ
の
教
育
実
習
指
導
に
ご
尽

力
い
た
だ
き
、
感
謝
の
気
持
ち
で
い
っ
ぱ
い
で
す
。

そ
の
営
み
が
後
進
の
育
成
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る

も
の
と
感
じ
て
い
ま
す
。

教
育
実
習
の
経
験
を
き
っ
か
け
と
し
な
が
ら
、
よ
り

多
く
の
有
為
な
人
材
が
学
校
現
場
に
向
け
て
巣
立
っ

く
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

第
37
期
学
校
教
材
調
査
会
理
科
専
門
委
員

東
京
学
芸
大
学
先
端
教
育
人
材
育
成
推
進
機
構
教
授

宮
内
　
卓
也
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日
本
図
書
教
材
協
会
（
辻󠄀
村
哲
夫
会
長
）
と
全
国
図
書
教
材
協
議
会
（
細
谷
美
明
会
長
）
で
は
、
例
年
通
り
学
校

用
教
材
の
供
給
業
者
と
し
て
各
都
道
府
県
協
会
に
所
属
し
て
い
る
会
員
名
を
全
国
の
教
育
委
員
会
と
教
育
事
務
所
へ

３
月
１
日
付
け
で
通
知
し
た
ほ
か
、
学
校
に
お
け
る
教
材
採
用
に
関
す
る
要
望
文
書
も
同
封
し
、
対
外
宣
伝
チ
ラ
シ

と
と
も
に
送
付
し
た
。
ま
た
、
教
材
等
著
作
権
保
護
委
員
会
（
委
員
長
・
前
田
哲
男
弁
護
士
）
で
は
、
全
教
育
委
員

会
・
事
務
所
並
び
に
各
都
道
府
県
の
小
・
中
学
校
校
長
会
長
へ
、
所
管
の
学
校
で
図
書
教
材
や
デ
ジ
タ
ル
教
材
等
の

学
校
用
教
材
の
無
断
複
製
・
公
衆
送
信
利
用
が
行
わ
れ
な
い
よ
う
指
導
を
要
請
す
る
文
書
を
送
付
し
た
。

　

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
端
末
の
利
用
促
進
に
伴
い
、
自
治
体
に
お

い
て
一
括
で
契
約
・
採
用
さ
れ
た
デ
ジ
タ
ル
教
材
が
管

下
の
学
校
で
使
用
さ
れ
る
こ
と
が
増
え
て
き
た
こ
と
に

よ
り
、
地
区
に
よ
っ
て
は
、
学
校
現
場
で
先
生
が
使
用

し
た
い
教
材
を
採
用
で
き
な
い
と
い
っ
た
事
例
が
見
受

け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
日
図
協
・
全
図
協
で
は
、
昨
年

に
続
き
学
校
に
お
け
る
教
材
採
用
に
関
す
る
要
望
文
書

を
送
付
し
た
。
文
書
で
は
、
学
校
用
教
材
は
販
売
店
が

届
け
る
教
材
見
本
の
な
か
か
ら
各
学
校
の
実
情
に
応
じ

て
主
体
的
に
判
断
し
て
採
用
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ

り
、
教
材
の
内
容
を
確
認
す
る
た
め
に
も
実
際
に
指
導

に
当
た
る
先
生
の
目
を
通
し
た
丁
寧
な
教
材
選
択
が
欠

か
せ
な
い
と
し
て
、
学
校
用
教
材
に
関
す
る
対
外
宣
伝

チ
ラ
シ
（
４
種
）
も
同
送
し
な
が
ら
柔
軟
な
対
応
を
お

願
い
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
学
校
用
教
材
の
著
作
権
に
関
す
る
指
導
を
要

請
す
る
文
書
で
は
、
先
生
に
対
し
て
、
実
物
見
本
の
複

製
だ
け
で
は
な
く
、
一
人
一
台
端
末
の
整
備
に
伴
い
、

子
ど
も
た
ち
が
容
易
に
教
材
の
撮
影
や
デ
ー
タ
配
信
を

行
え
る
こ
と
か
ら
、
よ
り
一
層
学
校
用
教
材
の
著
作
権

侵
害
の
防
止
に
配
慮
し
て
も
ら
う
よ
う
要
請
し
て
い
る
。

　

特
に
、
学
校
で
の
複
製
や
教
育
目
的
の
複
製
は
、
法

律
上
す
べ
て
認
め
ら
れ
て
い
る
と
誤
解
さ
れ
る
こ
と
が

多
い
こ
と
か
ら
、
年
度
は
じ
め
の
職
員
会
議
の
席
等
で

周
知
す
る
よ
う
要
請
し
て
い
る
。
ま
た
、
学
校
用
教
材

は
原
則
と
し
て
「
授
業
目
的
公
衆
送
信
補
償
金
制
度
」

の
対
象
に
は
当
た
ら
ず
、
無
許
諾
で
の
公
衆
送
信
は
認

め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
も
明
記
し
て
い
る
。

　

そ
の
ほ
か
、
学
校
用
教
材
の
供
給
業
者
の
通
知
文
書

で
は
、
添
付
名
簿
の
事
業
者
は
全
図
協
に
登
録
さ
れ
て

い
る
小
・
中
学
校
用
の
教
材
販
売
店
で
あ
り
、
そ
の
公
正
、

適
切
な
普
及
、
供
給
に
努
め
て
い
る
も
の
で
、
学
校
用

の
教
材
等
は
こ
の
事
業
者
か
ら
購
入
す
る
こ
と
を
勧
め

て
い
る
。

日
・
全
全
国
の
教
育
委
員
会
等
に

学
校
に
お
け
る
教
材
採
用
に
関
す
る
要
望
文
書
を
送
付

学
校
用
教
材
の
著
作
権
に
関
す
る
学
校
へ
の
指
導
を
要
請
、
物
流
事
情
へ
の
理
解

文
書
も
合
わ
せ
て
送
付
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物
流
事
情
の
文
書
で
は
、
地
域
に
よ
っ
て
は
今
年
も

運
送
会
社
に
よ
る
集
荷
時
間
の
早
ま
り
や
出
荷
制
限
と

い
っ
た
傾
向
が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
学
校
用
教
材

の
納
品
に
も
影
響
が
出
て
く
る
と
思
わ
れ
る
た
め
、
所

管
の
小
・
中
学
校
及
び
先
生
方
へ
の
周
知
を
要
請
し
て

い
る
。

２
月
７
日

全
「
教
材
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
in
大
阪
」
を
開
催

過
去
最
高
の
来
場
者
を
記
録

　

近
畿
ブ
ロ
ッ
ク
小
学
部
会
（
向
畑
勇
一
部
会
長
）
で

は
、
全
図
協
事
業
で
あ
る
教
師
向
け
セ
ミ
ナ
ー
の
ひ
と

つ
と
し
て
「
教
材
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
in
大
阪
」
を
大
阪

市
「
ア
ウ
ィ
ー
ナ
大
阪
」
で
開
催
し
た
。

　

第
13
回
目
と

な
っ
た
今
回
は
、

近
畿
各
府
県
を
中

心
に
教
職
員
、
学

生
で
約
３
２
０
名

と
過
去
最
高
の
来

場
者
を
記
録
し
、

メ
ー
カ
ー
、
販
売

店
、
ス
タ
ッ
フ
な

ど
を
含
め
る
と
総

勢
９
２
０
名
が
来

場
し
た
。

　

出
版
社
、
教
具
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
材
展
示
ブ
ー
ス

が
設
け
ら
れ
、
図
書
教
材
や
デ
ジ
タ
ル
教
材
の
展
示
の

ほ
か
、
各
社
の
担
当
者
か
ら
は
デ
ジ
タ
ル
教
材
の
実
機

体
験
や
そ
れ
ぞ
れ
の
特
徴
や
指
導
例
の
提
案
等
が
行
わ

れ
た
。
ま
た
、
タ
イ
ル
版
画
や
粘
土
な
ど
の
教
具
を
使

用
し
た
実
演
等
も
行
わ
れ
た
。

　

午
前
10
時
の
開
会
直
後
か
ら
大
勢
の
教
職
員
が
来
場

さ
れ
、
終
日
会
場
は
熱
気
に
溢
れ
冷
房
を
フ
ル
稼
働
し

て
も
追
い
つ
か
な
い
ほ
ど
の
大
盛
況
と
な
っ
た
。

２
月
12
日
（
中
学
校
）
、
26
日
（
小
学
校
）

日
中
・
小
学
校
編
集
部
長
会
を
開
催

　

中
学
校
編
集
部
長
会
（
幹
事
長
・
山
口
直
人
教
育
同

人
社
取
締
役
）
で
は
、
第
２
回
部
長
会
を
、
小
学
校
編

集
部
長
会
（
幹
事
長
・
矢
田
恵
理
子
日
本
標
準
取
締
役

企
画
編
集
部
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）
で
は
、
第
５
回
部
長
会

を
「
協
会
会
議
室
」
で
開
い
た
。

　

会
議
で
は
、
中
・
小
学
と
も
に
、
教
著
協
と
の
協
議
、

共
同
許
諾
申
請
、
教
育
行
政
の
動
向
や
教
材
の
在
り
方
、

教
材
の
複
製
や
公
衆
送
信
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
へ
の

対
応
、
広
報
活
動
、
校
務
支
援
・
採
点
支
援
シ
ス
テ
ム

へ
の
対
応
、
日
本
教
材
学
会
と
の
連
携
等
に
つ
い
て
状

況
確
認
と
検
討
を
行
っ
た
。

２
月
14
日

学
理
事
会
を
開
催

次
年
度
事
業
計
画
・
予
算
案
を
策
定
、
産
学
連
携
事

業
を
充
実

　

日
本
教
材
学
会
（
澤
崎
眞
彦
会
長
）
で
は
、
オ
ン
ラ

イ
ン
で
第
３
回
理
事
会
を
開
催
し
た
。

　

当
日
は
、
５
月
の
総
会
に
向
け
て
、
今
年
度
の
事
業

報
告
や
、
次
年
度
の
事
業
計
画
・
予
算
案
の
承
認
を
行
っ

た
。
特
に
、
事
業
計
画
で
は
、
産
学
連
携
事
業
と
し
て
、

教材フェスティバル

学
校
に
お
け
る
教
材
採
用
に
関
す
る
要
望
文
書
、
学
校

用
教
材
に
関
す
る
対
外
宣
伝
チ
ラ
シ
、
著
作
権
に
関
す

る
学
校
へ
の
指
導
要
請
文
書
は
、
５
～
８
ペ
ー
ジ
で
紹

介
し
て
い
ま
す
。

会
員
所
属
大
学
等
に
お
け
る
日
図
協
・
全
図
協
の
学
校

用
教
材
展
示
企
画
や
、
教
師
に
よ
る
教
材
の
主
体
的
な

採
択
尊
重
の
た
め
の
研
究
者
・
教
師
・
出
版
社
・
販
売

店
に
よ
る
課
題
研
究
会
の
設
置
企
画
な
ど
を
承
認
し
た
。

　

ま
た
、
来
年
度
の
研
究
発
表
大
会
を
、
10
月
17
・
18

日
に
聖
徳
大
学
で
開
催
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

２
月
19
日

全
ブ
ロ
ッ
ク
小
学
部
会
長
と
小
学
校
営
業
部
長
会

と
の
意
見
交
換
会
を
開
催

　

ブ
ロ
ッ
ク
小
学
部
会
（
委
員
長
・
向
畑
勇
一
近
畿
ブ

ロ
ッ
ク
代
表
）
で
は
、
新
学
期
前
の
出
版
社
営
業
部
長

と
の
意
見
交
換
会
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
い
た
。

　

当
日
は
、
新
学
期
に
向
け
た
対
応
と
し
て
、
自
治
体

採
択
デ
ジ
タ
ル
教
材
へ
の
対
応
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
導
入
状
況
調

査
、
生
成
Ａ
Ｉ
に
関
す
る
情
報
交
換
の
ほ
か
、
ブ
ロ
ッ

ク
小
学
部
会
及
び
営
業
部
長
会
か
ら
の
要
望
事
項
へ
の

対
応
、
業
界
の
諸
課
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
協
議
、
意

見
交
換
を
行
っ
た
。

２
月
28
日

学
関
東
甲
信
越
支
部 

総
会
・
研
究
会
を
開
催

教
育
Ｄ
Ｘ
時
代
の
教
材
の
可
能
性
を
テ
ー
マ
に
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム

　

日
本
教
材
学
会
関
東
甲
信
越
支
部
（
支
部
長
・
埼
玉

大
学
大
学
院
増
田
有
紀
准
教
授
）
で
は
、
総
会
・
研
究

会
を
さ
い
た
ま
市
「
埼
玉
大
学
大
久
保
キ
ャ
ン
パ
ス
」

で
開
催
し
た
。

　

研
究
会
で
は
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
教
育
Ｄ
Ｘ
時
代
の

教
材
の
可
能
性
―
デ
ジ
タ
ル
と
ア
ナ
ロ
グ
の
共
存
を
考

え
る
―
」
と
し
て
、
教
科
毎
に
研
究
者
・
実
践
者
（
教

師
や
教
材
出
版
社
）
が
ペ
ア
と
な
っ
て
登
壇
し
た
。

　

登
壇
者
か
ら
は
、
学
習
課
程
の
本
質
的
な
と
こ
ろ
か
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ら
、
デ
ジ
タ
ル
が
目
的
化
す
る
こ
と
な
く
、
デ
ジ
タ
ル

を
含
め
た
適
切
な
教
材
・
ツ
ー
ル
を
教
科
の
特
性
も
ふ

ま
え
、
選
択
・
活
用
し
て
い
く
と
い
う
観
点
を
も
っ
た

発
表
が
さ
れ
、
こ
れ
か
ら
の
教
材
の
研
究
・
開
発
だ
け

で
な
く
、
教
材
の
価
値
役
割
の
発
信
を
し
て
い
く
う
え

で
、
有
意
義
な
研
究
会
と
な
っ
た
。

＊　
　

＊　
　

＊

全
拠
出
金
、
２
０
２
５
年
度
小
学
校
２
学
期
分
を

　

集
金
・
納
入

　

２
０
２
５
年
度
小
学
校
拠
出
金
の
２
学
期
分
が
加
盟

７
社
よ
り
集
金
さ
れ
、
４
７
７
万
１
、
６
７
０
円
納
入

さ
れ
た
。
昨
年
に
比
べ
微
減
と
な
っ
て
い
る
。
事
務
局

よ
り
各
協
会
へ
は
３
学
期
分
と
ま
と
め
て
５
月
に
送
金

す
る
予
定
で
あ
る
。

業界・協会ＮＥＷＳ
　 :日本図書教材協会　      : 全国図書教材協議会　      : 日本教材学会日 全 学

2025 年度 拠出金一覧表 （小学校２学期）

協会名 拠出金額 協会名 拠出金額

北海道 162,713 福　 井 39,190

青　 森 78,237 京　 都 56,219

岩　 手 85,617 奈　 良 36,918

秋　 田 67,843 大　 阪 110,699

山　 形 59,839 和歌山 56,180

宮　 城 101,620 兵　 庫 137,557

福　 島 146,313 広　 島 230,064

茨　 城 283,212 鳥　 取 49,624

栃　 木 175,110 島　 根 42,589

群　 馬 55,953 山　 口 84,646

埼　 玉 505,958 徳　 島 29,401

千　 葉 168,572 愛　 媛 20,403

東　 京 677,764 高　 知 47,397

山　 梨 9,516 福　 岡 252,674

静　 岡 78,202 佐　 賀 51,069

三　 重 117,184 長　 崎 85,952

長　 野 181,707 熊　 本 140,077

新　 潟 64,769 大　 分 86,641

富　 山 24,198 宮　 崎 39,732

石　 川 39,792 鹿児島 90,519

合　計 4,771,670

（円）

＝
都
道
府
県
協
会　

会
員
だ
よ
り
＝

☆
入
会
社
☆

　

埼
玉
県･

･
･

い
ろ
ど
り
教
材
部
（
狭
山
市
）

☆
代
表
者
・
商
号
・
住
所
変
更
の
あ
っ
た
会
員
☆

<

代
表
者
変
更>

　

長
野
県･

･
･

㈲
佐
久
教
材
社
（
佐
久
市
）

　
　
　
　

 
 
 
 

新
代
表
…
金
子
賢
太
郎

☆
退
会
社
☆

　

埼
玉
県･

･
･

㈲
雲
寿
堂
（
幸
手
市
）
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【教育委員会あて　学校における教材採用に関する要望文書】

２０２６年３月１日

都道府県・市町村・特別区教育委員会

教　　 育　　 長　様

学校教育担当課長　様

一般社団法人日本図書教材協会

会 長 　 辻 村 哲 夫

一般社団法人全国図書教材協議会

会 長 　 細 谷 美 明

学校における教材採用について （要望）

　平素より学校教育の発展にご尽力されていますことに心より敬意を表します。また、小・中学

校における教材の採用・活用について種々ご指導を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、テスト、ドリル、ワーク、資料集などの学校用教材（図書教材・デジタル教材）は、子

どもたちの豊かな学びや先生方の適切な指導のために、また法令の趣旨に照らしましても、地元

販売店が届ける多種多様な教材見本の中から、各学校においてその実情に応じて主体的に判断し

採用することが極めて重要なことと考えております。

　特にデジタル教材は、紙の教材と比べ内容面を確認することが難しいため、実際に指導に当た

る先生方の目を通した丁寧な教材選びが欠かせません。

　現在、自治体においてデジタル教材を一括契約・採用し、管下の学校で使用するケースがござ

います。このような対応は、それぞれの教育方針や地域実情に応じたものであると思われますが、

上記の教材の意義に鑑みますと、各学校・先生方による教材の採用・活用を尊重していただくこ

とが何よりも望まれるものと考えます。このことについては、全国の多くの先生方から自ら採用

した教材を活用したいといったご要望をいただいております。

　つきましては、「学校・先生方の主体的な判断を尊重した教材の採用」という基本的な考え方を

尊重した教育委員会としての柔軟なご対応、ご配慮をお願い申し上げる次第であります。

　当協会加盟出版社では、良質な図書教材・デジタル教材を豊富にラインナップしており、予算

面も含めて、各学校の多様なニーズに十分応えることが可能です。

　学校用教材についてご理解を深めていただくためのチラシ４種（知ってほしい学校用教材の採

択のこと、学校用教材の価値・役割のこと、学校用教材の供給のこと、学校用デジタル教材のこと）

を同封します。教材の採用に当たって、ぜひ参考にしていただきますようお願い申し上げます。

【チラシ（４種）】

日図協全図協 
https://nit.or.jp/ 

〒162-0831 東京都新宿区横寺町６４－２ 
TEL：03-3267-1041 FAX：03-3267-1047 

ホームページ 

 

 

 
 
 
 
     
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 

学校用教材の採択のこと 

学校用教材は、どのように決められているのでしょうか？ 

 

学学校校用用教教材材はは、、各各学学校校でで先先生生にによよっってて選選ばばれれてていいまますす。。  

全国各地域にある全図協加盟の販売店が学校用教材の見本を学校に持参しています。 

先生が、その実物の見本を手に取り、その教材が子どもたちに適しているかどうかを判断し、学校で採

択しています。 

デジタル教材も、紙の教材と同じように学校で採択されています。 

なぜ、先生が学校用教材を選んでいるのでしょうか？ 

 

学学校校用用教教材材はは、、直直接接子子どどももたたちちのの指指導導ににああたたっってていいるる先先生生方方にによよるる採採択択がが重重要要だだかかららでですす。。  

学校現場において、有益な教材を効果的に活用するためには、日ごろの子どもたちの学びの様子を

知っている先生方が、指導する視点をもって教材を採択することが重要です。 

 

 

よりよい教材を選ぶためのポイントは何でしょうか？ 

 

子子どどももたたちちのの学学力力定定着着ののたためめににはは、、内内容容面面ががししっっかかりりししてていいるるかかどどううかかをを確確認認ししてて、、子子どどもも

たたちちのの実実態態やや学学年年、、学学校校のの指指導導計計画画ににああっったた教教材材をを選選ぶぶここととががととててもも重重要要でですす。。  

学校用教材は、市販の学習教材とは異なり、学習内容だけではなく、先生が指導する教材としての

要素を兼ね備えています。そのため、実物見本を手に取っていただき、内容面から子どもたちの実

態や、学校の指導計画にあった最適な教材を吟味し、採択していただきたいと考えています。 

また、デジタル教材においても、機能面だけでなく、内容面もしっかりと確認することが、紙の教材と

同様に重要です。  

 

私私たたちちはは、、良良質質なな教教材材をを安安定定的的にに供供給給しし、、学学校校・・先先生生・・子子どどももたたちちををササポポーートトししまますす！！  

私たち日図協・全図協は、小・中学校用の図書教材類を制作・発行している教材出版社（１3 社）と 

教材を供給している販売店が都道府県単位に組織している図書教材協会（現５０協会）の団体です。 

 

身につけさせたい資質・能力に応じたテストが用意されているので、実際の学年の実

態に応じて選ぶことができます。成績処理も簡単にできるので、授業のふりかえりや子

どもたちへのフィードバックにつなげることができました。 

知ってほしい 

現場の先生の声 

使い勝手や出題内容について、現場の意見を吸収し、教材が作られていると感じます。 

受けもった学年の子どもたちの様子を見て、最適なものを選ぶようにしています。 

日図協全図協 

https://nit.or.jp/ 
〒162-0831 東京都新宿区横寺町６４－２ 
TEL：03-3267-1041 FAX：03-3267-1047 

ホームページ 

   
    

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

 
 
 

  

    
  

      

  

  

 
 

  
  

       
       
        

         
       
       
      
        

  

    

            
             

        

                

           

   
     

 
 
 
 
 
 

                

               

 
 
 
 
     
 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 

学校用教材の供給のこと 

学校用教材は、どのように学校へ届くのでしょうか？ 

 

学校用教材は、「教材出版社⇒教材販売店⇒学校」という独自の流通ルートで供給され、「学校

直販教材（学直）」と呼ばれています。 

その供給を支えているのが、全国の教材販売店です。その数は約 1,200。山間部や離島も含め、全

小・中学校に教材を供給し、また日常的に学校のよきサポーターとなっています。 

このシステムにより、学校用教材は、安価に、また迅速正確に全国の学校に供給されているのです。 

 
 

学校用教材を紛失、破損した場合のアフターフォローはありますか？ 

 

一日一日が大事な授業です。学校教育に支障が起きないように、供給後もこまめなアフター

フォローが充実しています。 

一旦供給された学校用教材でも、子どもが紛失したり破損したりしてしまうこともあれば、転入生が

くることもあり、その対応が重要です。また、教材による ICT 活用のサポートのほか、教材を通じた子

どもたちの学習のフォロー、先生による指導や校務に対するサポートなども必要です。 

そのほかにも、大きな災害で図書教材が滅失した際には、業界をあげて支援させていただいていま

す。 

私私たたちちはは、、良良質質なな教教材材をを安安定定的的にに供供給給しし、、学学校校・・先先生生・・子子どどももたたちちををササポポーートトししまますす！！  

私 ち日図協・全図協は、小・中学校  図書  類 制作・ 行している    社 １3社 と 

     している   が都道府県単位に組織している図書  協会 現５０協会  団体です。 

 

知ってほしい 

日図協全図協 

https://nit.or.jp/ 
〒162-0831 東京都新宿区横寺町６４－２ 
TEL：03-3267-1041 FAX：03-3267-1047 

ホームページ 

こだわり②  

こだわり③  

 
 
 
 
     
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 

学校用教材の価値・役割のこと 

学校用教材は、何をもとに作られていますか？ 

 

学校用教材は、指導される先生方・学習する子どもたち両方の側面から次の要素を参考に作成してい

ます。 

教育改革で学びが変わるとのことですが、学校用教材は対応できていますか？ 

 

「令和の日本型学校教育」の答申にも対応した教材作成をしています。 

令和３年に発表された「令和の日本型学校教育」では、すべての子どもたちの可能性を引き出す、「個別

最適な学び」と、「協働的な学び」の実現を目指しています。 
学校用教材は、これまでの基礎基本の学力定着に加えて、「個別最適な学び」「協働的な学び」など、

今求められている学び（主体的な学び）を意識し、紙・デジタルそれぞれの特長を踏まえた教材を開発し

ています。 

学校用教材はどのようなところにこだわって作成していますか？ 

すべての子どもたちに配慮したインクルーシブ対応を心掛けています。 

〇見ることに困難がある人にも読みやすいとされている「ＵＤフォント（ユニバーサルデザインフォント）」

を使用しています。 

〇色が判別できなくても解くことができるように、設問や図版を工夫しています。 

〇学習指導要領 〇教科書・指導書・年間指導計画 〇評価の観点・評価基準 

〇現場の先生の声 〇教材の調査研究 …etc 

  
 

子どもにとって見やすく、わかりやすく、解きやすい教材、先生にとって指導のしやすい、学習効果の高

い教材になるように工夫しています。また、学校や児童生徒の実態に応じてお選びいただけるよう、難

易度を変えたものや、より学習内容が定着するような児童生徒用の付録や教師用の資料をご提供し

ています。 

教材の内容の改善のため、販売店と連携して、現場の先生方のご意見をうかがう、教育に関する情報

を全国から収集して分析研究する、などの活動を常に行っています。 

私私たたちちはは、、良良質質なな教教材材をを安安定定的的にに供供給給しし、、学学校校・・先先生生・・子子どどももたたちちををササポポーートトししまますす！！  

私たち日図協・全図協は、小・中学校用の図書教材類を制作・発行している教材出版社（１3 社）と 

教材を供給している販売店が都道府県単位に組織している図書教材協会（現５０協会）の団体です。 

 

知ってほしい 

こだわり①  

加盟各社、こだわりをもって学校用教材を作成しています。 

日図協全図協 

https://nit.or.jp/ 〒162-0831 東京都新宿区横寺町６４－２ 
TEL：03-3267-1041 FAX：03-3267-1047 

ホームページ 

 
 
 
 
     
 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 

学校用デジタル教材のこと 

現在、加盟社の学校用教材にデジタル教材もあります

か？ 

 

日日図図協協加加盟盟出出版版社社ににおおいいててはは、、すすででにに豊豊富富ななラライインンナナッッププののデデジジタタルル教教材材（（補補助助教教材材をを含含めめ））  

をを揃揃ええてておおりり、、多多くくのの学学校校でで使使用用さされれてていいまますす。。  

加盟社では、各社とも学校用デジタル教材（一人一台の端末を活用した学習に適したデジタル教材） 

の開発・提供に取り組んでいます。 

学校での授業や家庭での学習において、タブレット端末の利活用に十分にこたえられるラインナップ 

となっています。 

 

加盟社のデジタル教材には、どのような特長がありますか？ 

 

全全国国のの小小・・中中学学校校でで広広くく使使わわれれてていいるる良良質質なな図図書書教教材材のの実実績績ととノノウウハハウウををももととにに開開発発さされれてていい

まますす。。  

加盟社では、常に、先生・子どもたちの目線で、本当に現場で役に立つもの、学力の定着に繋がるもの

を研究し、有益適切かつ良質な学校用教材を開発しています。長年の実績とノウハウをもとにつくられ

る加盟社の良質なコンテンツは、ＩＣＴの進展に伴う学校環境の変化にも適応し、学力向上に貢献でき

ることでしょう。 

 

紙の教材とデジタルの教材は、どちらがよいのでしょうか？ 

 

今今後後のの教教育育ににおおいいてて、、紙紙のの教教材材ととデデジジタタルルのの教教材材、、そそれれぞぞれれのの良良いいととこころろをを組組みみ合合わわせせてて活活用用

すするるここととがが大大切切でですす。。  

加盟社のデジタル教材は、日々使用していただいている紙の教材と関連させて制作しています。紙の教

材で学習した内容を、さらにデジタル教材で補充したり、より理解を深めたり、また、視覚聴覚を使って

学んだりすることもできます。今後も、加盟社では長年良質な図書教材を制作してきた実績があるから

こそわかる、紙とデジタル双方の特長を活かして、「「個個別別最最適適なな学学びび」」や「「協協働働的的なな学学びび」」など、先生

方の指導と子どもたちの学習に適した学校用デジタル教材を開発していきます。 

 

私私たたちちはは、、良良質質なな教教材材をを安安定定的的にに供供給給しし、、学学校校・・先先生生・・子子どどももたたちちををササポポーートトししまますす！！  

私たち日図協・全図協は、小・中学校用の図書教材類を制作・発行している教材出版社（１3 社）と 

教材を供給している販売店が都道府県単位に組織している図書教材協会（現５０協会）の団体です。 

 

知ってほしい 
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１．著作権法では、学校用教材の無断複製・公衆送信は、教育目的であっても認められていません

　著作権法第３５条（学校その他の教育機関における複製等）第１項は、学校の先生方が、公表

された著作物を「授業の過程における利用に供すること」を目的として複製・公衆送信すること

を必要の限度で認めております。しかし、同項には、「当該著作物の種類及び用途…に照らし著

作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない」との「ただし書」があります。

そのため、教材出版社の「商品」としての学校用教材をそのまま、あるいは加工して無断で複製・

公衆送信して児童・生徒に利用させる行為は、まさにこの「ただし書」に該当し、教材出版社の

利益を不当に害するものとして禁止されています。学校用教材については採用の有無にかかわら

ず、原則として無断複製・公衆送信は認められていません。（著作物の教育利用に関する関係者フォー

ラム「改正著作権法第３５条運用指針（令和３（２０２１）年度版）」１２ページ参照）

　また、文部科学省の事務連絡文書「１人１台端末により撮影した教材の画像データを活用した

学びについて」（令和４年１１月２４日付）においては、「ドリルやワークブックなど児童生徒等

が一人一点ずつ購入することを想定して販売されている教材を、その購入等の代替となるような

態様でコピー・配信すること…は著作権者等の利益を不当に害するおそれがあ」る、との記載も

あります。

２．学校用教材の見本は、適切な御採用をお願いするためのものです

　小・中学校で最も多く見られる違法複製は、教材出版社が無償で提供する見本（又は少数の採

用分）を児童・生徒数分そのまま複製し、「授業の過程における利用に供する」ことです。特に問

題視しておりますのは、提供された見本がそのまま複製・使用され、本来採用されたはずの「商品」

としての教材が採用されなくなることです。

　教材出版社が小・中学校に現物見本をお届けしているのは、学校管理規則などの定めに従って、

より適切な教材を採用していただくための教育的な配慮によるものです。その見本を複写複製し

て利用することは、違法である以前に、教育に携わる者として許されるべきではないと考えてお

ります。

３．学校用教材は、「授業目的公衆送信補償金制度」の対象には当たらず、無断公衆送信は認

められておりません

　学校用教材の公衆送信についても、１．のとおり教材出版社の利益を不当に害するものは禁止

❷
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【教育委員会あて　著作権に関する学校への指導要請文書】

２０２６年３月１日

都道府県・市町村・特別区教育委員会

教　　 育　　 長　様

学校教育担当課長　様

教材等著作権保護委員会

委員長・弁護士　前田哲男

ワーク、 ドリル、 テストなど学校用教材の著作権に関する学校への御指導のお願い

拝啓　学校教育の充実向上に対する日頃の御尽力に心より敬意を表させていただきます。

　さて、教材出版社が制作・発行しておりますワーク、ドリル、テストなどの図書教材やデジタ

ル教材等の学校用教材は、学校教育法及び学校管理規則などにより使用することが認められてい

る副教材です。このような学校用教材に関し、教材出版社から販売代理店を通して小・中学校に

お届けした教材の見本や採用後の教材が、先生方の手でそのまま複写されたり、パソコンやサー

バにデータとして取り込まれたりしていわゆる“自作教材”となり、児童・生徒に利用されると

いう例が、残念ながら後を絶ちません。これによって出版社・代理店ともに著しい経済的な打撃

を受けており、その対策に頭を痛めております。

　また、１人１台端末の整備に伴い、ＩＣＴ環境を活用した学びの充実が期待されるところですが、

端末の活用により、先生だけでなく、児童・生徒も容易に教材の撮影や画像データの配信が行え

ることから、学校用教材の著作権侵害の防止にはより一層の配慮が必要となっております。

　そこで、著作権法の遵守について、以下のとおり所管の小・中学校及び先生方への御指導を賜り、

年度はじめの職員会議の席などで周知していただきたく、本書面を差し上げる次第です。よろし

くお願い申し上げます。

❶
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後記

❸

されています。児童・生徒数分の教材を採用している場合でも、撮影・配信した教材の画像デー

タが蓄積されていくこと等により将来における著作物等の潜在的販路を阻害するなど、教材出版

社の利益を不当に害する可能性が高い場合には、原則として、著作権法第３５条第２項における「補

償金」の範囲で利用できるケースには当たりません。すなわち、「補償金」を支払っても無許諾で

学校用教材を公衆送信できるものではありません。（著作物の教育利用に関する関係者フォーラム「改

正著作権法第３５条運用指針（令和３（２０２１）年度版）」９ページ参照）

４．教材の複製・公衆送信に際しては、教材出版社にお問い合わせください

　学校用教材の著作権について、原則となる考え方は先述のとおりですが、ここ最近では、複製

や公衆送信の形態も多様になってきており、学校の状況・事情等に応じて、著作権者である教材

出版社等の判断により、柔軟な対応ができる場合もありますので、教材出版社等に事前に確認す

ることをお勧めいたします。

５．著作権法では、著作権侵害行為に対する罰則は「１０年以下の拘禁刑若しくは１０００万

円以下の罰金、又はその併科」とされております

　著作権法の罰則規定は重く、先述のような著作権侵害行為があった場合は、著作権法違反とし

て厳しい刑罰を科せられることがあります。また、著作権者が被る損害が著しい場合には、教材

出版社のみならず、教科書掲載作品の著者などからも損害賠償請求の訴訟が提起されることにも

なりかねません。

６．御指導方のお願い

　各位におかれましては、教育の場で刑事・民事の著作権紛争が発生す

るという不祥事を未然に防止するためにも、各先生方に対し、著作権法

を遵守し違法な複製や公衆送信を根絶することについての御指導をいた

だきたく、お願い申し上げる次第です。

　なお、学校用教材と著作権については、一般社団法人日本図書教材協

会のホームページ内に解説とＦＡＱが掲載されておりますので、そちら

も御参照ください。

敬具

協会ホームページ協会ホームページ

［ https://nit.or.jp ］［ https://nit.or.jp ］

＜新学期に向けた主なシステム改修＞＜新学期に向けた主なシステム改修＞

　入金済請求書の編集、教師用数量の伝票作

成が可能となり、利便性が向上！

伝票作成機能の向上

　外税商品の扱いが可能になり、外税商品の

注文登録、請求書作成に対応！

　そのほか、操作権限付与や注文一覧の改良、

外部 Web 発注データ（CSV）の簡易取込み

などを行う予定です。

◇　　　◇　　　◇　　　◇　　　◇　　　◇　　　◇

外税消費税の導入


